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総事業費

実績 実績

実績 実績

千円

事務事業評価シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅵ 一般事務 １次評価のみ対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称

事業名 910 小学校一般管理運営充実事業
会計 01 一般会計

款 10 教育費

基本施策 31 個性を伸ばし、夢を追い求められる教育を進める
項 02 小学校費

目 01 学校管理費

施　策 11 教育環境の整備
細目 101 学校管理経費

細々目 01 一般管理運営経費

基 本 計 画 該 当 頁 128
担当部課

コード 450300 評価者
氏　名

加納圭子 連絡先
22 - 9677

行革大綱の重点事項番号 4 名称 学校教育課 (内線) 3821

事業の計画・内容

事
業
目
的

対象等（何が、誰が） 成果（どうなるのか）

市内小学校児童
安全に充実した学校生活を送ることができる。

（※対象件数 5255人 ）

開始年度 平成 年度 関連事業

終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 年度 根拠法令・要綱等

１．小学校の管理運営にかかる事務費の配当
２．嘱託用務員及び臨時職員の雇用
３．交通機関利用児童の通学費補助（花之木・長田・新居）

状
況
変
化
等

整備内容 事業実績

活動指標 単位
1 建設用地 実績値 目標値

2 建設面積（延床面積）

学校での事故件数 件

H17 H18 H19

0

H20

0
3 規模・構造 目標 ― 目標 0

通学費補助件数 件

実績 4 実績 5

70 70
目標 ― 目標 70

運営体制 実績 61 実績 69
運営主体 目標 ― 目標

　委託先 （ ） 実績 実績

2 配置（予定）人員 人 目標 ― 目標

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円 実績 実績

目標 ― 目標

評価指標

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

H17 H18 H19 H20
目標 目標

実績 実績

目標 目標

評価
評価項目

必要性

ポイント 評価項目についてのコメント

有効性

達成度 3 ３小学校在籍児童に通学費の補助ができている。

効率性 3 消耗品費及び備品購入費を１０パーセント程度縮小したうえで教育活動や教育事務を円滑に進めることができた。

総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

縮小 学校配当総額において、１０パーセント程度の縮小と光熱水費の削減に努めている。

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７年度 決算内容 平成１８年度 決算内容 平成１９年度 計画内容 平成２０年度 計画内容
事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託
　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　 (千円)

用務嘱託員報酬 10 人 16,464 用務嘱託員報酬 10 人 16,498 用務嘱託員報酬 10 人 16,512 用務嘱託員報酬 10 人 16,512
消耗品費（学校配当） 26 校 33,261 消耗品費（学校配当） 26 校 31,297 消耗品費（学校配当） 25 校 28,512 消耗品費（学校配当） 25 校 28,600

工事
燃料費 26 校 20,185 燃料費 26 校 20,219 燃料費 25 校 23,484 燃料費 25 校 23,500
光熱水費 26 校 101,418 光熱水費 26 校 101,969 光熱水費 25 校 104,387 光熱水費 25 校 105,000
修繕費（学校配当） 26 校 6,782 修繕費（学校配当） 26 校 7,737 修繕費（学校配当） 25 校 6,354 修繕費（学校配当） 25 校 6,400
通信運搬費 26 校 5,566 通信運搬費 26 校 5,165 通信運搬費 25 校 5,933 通信運搬費 25 校 6,000
管理用備品購入費（学校配当） 26 校 7,959 管理用備品購入費（学校配当） 26 校 8,090 管理用備品購入費（学校配当） 25 校 6,090 管理用備品購入費（学校配当） 25 校 6,090
交通機関利用児童通学費補助金 61 件 708 交通機関利用児童通学費補助金 69 件 749 交通機関利用児童通学費補助金 90 件 1,103 交通機関利用児童通学費補助金 90 件 1,110

進捗率
(％)

その他経費 11,399 その他経費 9,942 その他経費 7,953 その他経費 7,953
事業費計(A) 　 Σ 203,742 事業費計(A) 　 Σ 201,666 事業費計(A) 　 Σ 200,328 事業費計(A) 　 Σ 201,165

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 208,782 206,706 205,368 206,205

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 203,742 201,666 200,328 201,165

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担 1,659 1,421 1,423 1,423
そ   の   他 121 85 1 1
一 般 財 源 201,962 200,160 198,904 199,741
計 203,742 201,666 200,328 201,165

備
考

特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等

学校開放利用者負担金1,613千円、私
用電話料等46千円、電気ガス等使用
料120千円、太陽光発電収入1千円

学校開放利用者負担金1,397千円、私
用電話料等24千円、電気ガス等使用
料85千円

学校開放利用者負担金1,401千円、私
用電話料等22千円、太陽光発電収入1
千円

学校開放利用者負担金1,401千円、私
用電話料等22千円、太陽光発電収入1
千円

民間委託等指定管理直営
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